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1. まえがき 

1.1 自動車を取り巻く環境 

 

1.1.1 自動車の市場 

世界の乗用車販売台数は，2008 年のリーマンショック直

後の落ち込みから回復を見せて増加を続けているが，日

本・米国・欧州などの先進国における自動車市場は成熟期

を迎えており，自動車需要の伸びは見込めない。一方，中

国を始めとする新興国では，経済成長とともに自動車需要

が高まっており，自動車普及率もまだ低いことから，今後

も新興国を中心に自動車市場が拡大されると予測される

（図 1.1）。 

ここで各国市場の特性を見ると，世界の市場は大きく以

下の 3つの市場に分かれてきている。 

①長距離・大型車志向の従来型傾向の強い市場（米国） 

②低燃費の小型自動車志向が強まっている環境意識の高い

市場（日本と欧州） 

③低価格の自動車の著しい伸びと並行し，富裕層増大に伴

う高級車の普及も見込める新興国市場 

各市場の特性に応じてパワートレインは多様化し，その特

性に適応した対応が必要となる。 

 

 
 図 1.1 グローバル自動車市場の推移

(1)
 

 

 

1.1.2 地球温暖化の防止 

地球温暖化防止への関心は世界的に高まっている。日

本・米国・欧州では，自動車の CO2 排出量または燃費に対

して厳しい規制が行われており，今後も強化されていく（図

1.2，図 1.3）。欧州では，2012 年には自動車単体での CO2

排出量を 130g/km 以下（燃費換算 17.8km/L）とする基準が

設定されており，更に 2020 年には 95g/km 以下とする案が

議論されている。日本では 2015 年度の燃費目標値を

16.8km/L としており，更に 2020 年には燃費目標値を

20.3km/L とする案が検討されている。一方，中国などの新

興国においても，燃費規制の導入が検討されている。 

 

図 1.2 日米欧の乗用車燃費の規制強化の見通し
(2)
 

 

 

 

図 1.3 日米欧の乗用車燃費規制値の比較
(2)
 

 

 

1.1.3 エネルギーセキュリティ対応 

新興国におけるエネルギー需要の増大，中東地域の地政

学的リスクやシーレーンの安全問題など海外の政情不安，

投機的資金の拡大など様々な要因により，中長期的に原油

価格が下落傾向になる可能性は低いと見られている。CO2

排出量削減に加えて，エネルギーセキュリティの観点から，

天然ガスやバイオ燃料の利用拡大，風力発電や太陽光発電

など自然エネルギーの導入促進などさまざまな対応が進め

られている。日本では新・国家エネルギー戦略(3)の中で，運

輸部門においてほぼ 100%の石油依存度を 2030 年までに

80%程度にまで下げる目標が挙げられており，それに向けた

取り組みが求められている。 

 

1.1.4  EV･PHEV の普及 

EV（Electric Vehicle）では三菱自動車の i-MiEV や日産自

動車の LEAF などが販売されており，PHEV（Plug-in Hybrid 

Electric Vehicle）ではトヨタ自動車のプリウス PHEV が 2012

年に販売開始されるなど，EV･PHEV の普及が始まった。EV

走行においては CO2 排出がないものの，総合的なエネルギ

ー効率向上及び CO2 排出量削減の観点からは，走行時のみ

ならず，燃料の製造・輸送過程でのエネルギー消費や CO2

排出量にも留意が必要である。 

また EV･PHEV への充電では，電力料金や電力供給能力な

どおいて最適な方法で行えるよう，外部電源との協調が課
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